建築関係設計意図伝達業務委託特記仕様書（令和４年４月版）
Ⅰ　業務概要
１．業務名称（　　　　　　　　設計意図伝達業務）
２．対象施設の概要
本業務の対象となる施設（以下「対象施設」という。）の概要は、以下のとおりとする。
(1)対象施設名称　　　（　　　　　　　　　　）
(2)敷地の場所　　　　（　　　　　　　　　　）
(3)施設用途　　　　　（　　　　　　　　　　）
平成31年国土交通省告示第98号　別添二　第　号　第　類とする。
(4)全体計画予定額　　（　　　　　　　　　　）千円
(5)延べ面積　　　　　（　　　　　　　　　　）m2
３．適用
本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載された特記事項については「」印が付いた場合は共に適用する。」印と「」印の付かない場合は、「※」印を適用する。「」印が付いたものを適用する。「
４．対象工事の概要
本業務の対象となる工事（以下「対象工事」という。）の概要は、別紙１のとおりとする。
Ⅱ　業務仕様
特記仕様書に記載されていない事項は、「建築関係設計業務委託共通仕様書」（福島県土木部制定）による。
１．業務の内容及び範囲
(1)一般業務の範囲
(a)本業務の管理技術者及び担当技術者（以下「管理技術者等」という。）は、工事施工段階において、○○○○設計業務【←元業務名称】にかかる設計意図（以下「設計意図」という。）を正確に伝えるため、対象工事の図面及び仕様書等（以下「設計図書」という。）に基づき、質疑応答、説明、工事材料、設備機器等の選定に関する検討、報告等を次の業務範囲について行う。
(b)業務の範囲
業務の範囲は次のとおりとする。
①設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等
1)対象工事の設計図書に関して対象工事に係る工事監理者又は工事請負者から提出される質疑（設計図書の不備に起因するものを除く）に対する検討及び検討結果の報告
2)施工図等を作成するのに必要となる説明図及びデザイン詳細図等の作成及び工事監理者又は工事請負者への説明
3)意匠・構造等、設計上重要な内容で、施工の詳細が定まった後に、設計意図が正確に反映されていることを確認する必要がある次に掲げる施工図等の確認（以下に施工図等の名称を具体的に記載）
・型枠割付図
・ALCﾊﾟﾈﾙ、押出成形ｾﾒﾝﾄ板、石、タイル工事の割付・詳細図
・設計図Ａ－○○(玄関ホール内部詳細図)のうち□□に係る施工図
・
・
②工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討及び報告
1)設計図書では、特定の資機材メーカー等の指定にならないように仕様や性能を明記されているため、工事請負者等が資機材メーカー等を決定した後に、請負者から提出される形状、納まり等の設計内容を確認する必要がある次に掲げる施工図等の確認（以下に施工図等の名称を具体的に記載）
・建具、カーテンウォール等の施工図
・金属工事等の施工図
・システム天井等の製作図等
・プレストレス構造のＰＣ鋼棒等に関する施工図
・
・
2)工事請負者等が資機材メーカー等を決定した後に、仕上げ材料（設備器材等の仕上げを含む）の色彩、柄等について色彩等計画書としてまとめる。
3)その他次に示す施工図等（以下に施工図等の名称を具体的に記載　例：特注品、特殊な工法の場合等）
・模型、ﾓｯｸｱｯﾌﾟ等（対象工事の設計図書でその製作を特記したもの）
・
(2)追加業務の内容及び範囲
・建築物の保守に関する説明書の作成
工事施工者がとりまとめる、建築関係工事共通仕様書（福島県土木部制定）に示す「建築物の保守に関する説明書」（以下「説明書」という。）について、以下により作成する。
「建築物の保守に関する説明書の作成対象及び作成担当者一覧表」（表１）において、説明書の作成対象である項目（「作成対象」欄に「○」の付けられた項目）のうち、本業務受注者が作成を担当する項目（「作成担当者」の「本業務受注者」欄に「○」がある項目）に関する説明書を作成するものとする。
なお、作成に当たっては、以下の事項に留意する。
①説明書は国が作成した「建築物等の利用に関する説明書作成の手引き」（以下「作成の手引き」という。）に準じて、「建築物等の利用に関する説明書作成例」（以下「作成例」という。）を参考に作成する。作成の手引き及び作成例は下記により閲覧することが出来る。
http://www.mlit.go.jp/common/001261070.pdf
②受注者は、作成した説明書を監督員に提出する。説明書の作成にあたっては、監督員と記載事項に関する協議を行い、作成後は監督員に内容の説明を行う。
なお、説明書の項目の重複や欠落がないように各工事請負者と調整を行うものとする。
また、各工事請負者から説明書作成に関する情報提供等の要請があった場合は、協力するものとする。
表１　建築物の保守に関する説明書の作成対象及び作成担当者一覧表
	構成

	項目
	作成
対象
	  作成担当者
	作成方法


	
	
	
	本業務
受注者
	対象工事
受注者
	

	概要
	目的
	○
	－
	○
	作成の手引きに準じて、作成例を参考に作成する。

	
	説明書の概要
	○
	－
	○
	

	使用の手引き
	設計趣旨
	○
	○
	－
	

	
	施設概要
	○
	○
	－
	

	
	使用条件
	○
	○
	－
	

	
	使用方法
	○
	○
	－
	

	
	災害発生時等の対応
	○
	○
	－
	

	
	将来の改修・修繕における留意事項
	○
	○
	－
	

	保全の手引き
	保全の概要
	○
	－
	○
	

	
	保全の方法
	○
	－
	○
	

	
	点検対象・周期一覧表
	○
	○
	－
	

	
	測定等対象・周期一覧表取扱資格者一覧表
	○
	○
	－
	

	
	
	○
	○
	－
	

	
	届出書類一覧表
	○
	－
	○
	

	
	設計及び工事担当者一覧表
	○
	－
	○
	

	
	資・機材一覧表
	○
	－
	○
	

	
	官公署連絡先一覧表
	○
	－
	○
	

	保全
計画
	保全計画の概要
	○
	－
	○
	

	
	中長期保全計画
	○
	－
	○
	

	
	年度保全計画
	○
	－
	○
	

	保全
台帳
	保全台帳の概要
	○
	－
	○
	

	
	建物概要
	○
	－
	○
	

	
	法令による点検の記録
	○
	－
	○
	

	
	修繕及び工事、事故及び故障の記録
	○
	－
	○
	

	
	光熱水使用量及び費用、維持管理費の記録
	○
	－
	○
	

	
	その他の項目の記録
	○
	－
	○
	


・発注者が主催し行う住民説明会への参加及び説明への協力（○回）
・
２．業務の実施
(1)一般事項
(a)本業務は、提示された設計図書及び適用基準に基づき実施する。
(b)管理技術者等は監督員の指示により、意図伝達業務の確認項目一覧表を作成し監督員の承諾を得るものとする。
(c)管理技術者等は監督員の指示に従い、業務の履行経緯及び経緯を明確に記した書類を整備するものとする。また、監督員の請求があったときは、ただちに提出するものとする。
(d)管理技術者等は月間業務計画表及び月間業務報告書を作成し、監督員に提出する。
(e)管理技術者等はⅡ．１に掲げる業務を処理した場合は、その都度その概要を監督員に報告するものとする。
(f)その他
①本業務の履行にあたり、施行図等の確認段階で生じる調整事項については、対象工事の監督員（以下「対象工事監督員」という。）と必要な内容確認及び問題点の整理を行うことができる。ただし、当該内容確認等を行った場合は、その内容及び結果について遅滞なく監督員に報告し、必要な指示を受けなければならない。
②本業務の履行にあたり、対象工事の受注者等や工事監理業務の受注者との設計内容に関する内容確認等を、監督員及び対象工事監督員の承諾を得て直接行うことができる。ただし、当該内容確認等において、対象工事の受注者等及び工事監理業務の受注者に対して、如何なる方法によるを問わず指示その他の命令及び決定を行ってはならない。
③本業務の管理技術者等は、対象工事監督員の承諾を得て、本業務の履行に当たり必要な１．(1)に示す施工図等以外の施工図及び施工途中の現地の確認を行うことができる。
(2)適用基準等
※○○○○設計業務【←元業務名称】における適用基準
※建築関係業務委託における情報共有システムの運用（試行）
　（注）対象工事で情報共有システムを利用する場合に適用する。
・
(3)業務計画書
業務計画書には、次の内容を記載する。
(a)実施工程表
(b)業務体制表
なお、設計業務の受注に際してのプロポーザル方式による手続きに係る技術提案書において提出した管理技術者等、協力事務所の名称等及び分担業務分野の追加の資料を添付する。
(4)管理技術者等
管理技術者等は、○○○○設計業務における管理技術者及び担当技術者とする。但し、特段の理由があり、かつ発注者の承諾を得た場合はこの限りではない。
(5)貸与資料等
・設計図書
・敷地調査報告書
貸与場所（　　　　　　　　　　　　　）貸与時期（業務着手時）
返却場所（　　　　　　　　　　　　　）返却時期（業務完了時）
(6)打合せ及び記録
打合せは次の時期に行い、その内容を書面に記載し、これを監督員に提出する。
(a)業務着手時
(b)(1)(f)に定める内容確認又は調整を行う場合
(c)監督員又は管理技術者が必要と認めた時
(7)その他、業務の履行に係る条件等
(a) 指定部分の範囲
（　　　　　）
・指定部分の履行期限
（　　　　　）
(b) 成果物の提出場所
（　　　　　）
(c) 成果物の取り扱いについて
提出された説明図、デザイン詳細図等は、当該施設に係る工事の請負業者に貸与し、当該工事における施工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維持管理に使用することがある。
３．成果物及び提出部数等
本業務の成果物の体裁・提出部数等は次による。
	成果物等

	原図

	（　　図）

	製本形態

	適用
（特記無き限りＡ４版）

	・説明図及びデザイン詳細図等
・色彩計画書
・打合せ記録
・確認項目一覧表
・月間業務計画書
・月間業務報告書
・建築物の保守に関する説明書
・
・
・
・
・

	 各１部

	（   ）部

	Ａ４ファイル折り込み
Ａ４ファイル折り込み
Ａ４ファイル綴じ
Ａ４ファイル綴じ
Ａ４ファイル綴じ
Ａ４ファイル綴じ
Ａ４ファイル綴じ

	Ａ３又はＡ１
Ａ３又はＡ１



別紙１
○○○○設計意図伝達業務の対象工事概要
	対象工事名

	工事概要(注）

	工期

	受注者

	契約額（税込）
（千円）
	備考


	○○○○建築工事

	RC造　階建
　○○㎡
新築一式
	
	○○会社

	
	　　　　　


	○○○○電気設備工事
	電気設備
一式
	
	○○会社

	
	

	○○○○機械設備工事
	機械設備
一式
	
	○○会社

	
	

	○○○○エレベーター設備工事
	ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設備一式
	
	○○会社

	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	                                                      計　

	
	


（注）工事概要の面積は「建築基準法」による面積を示す。
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